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第１１章
環境の状況並びに環境の保全
及び創造に関する取組み　　

第 １ 節 循環型社会と低炭素社会づくりの推進
〈分野ごとの施策の推進〉

　現代の大量生産、大量消費、大量廃棄型
の社会経済システムにより生ずる環境への
負荷が地球規模にまで拡大した結果、環境
の容量を超え、資源枯渇や地球温暖化とい
った地球規模の環境問題の深刻化が懸念さ
れています。
　こうした問題を解決するためには、３Ｒ
（Reduce（排出抑制）、Reuse（再使用）、

Recycle（再生利用））を通じた資源の消
費の抑制と循環や、温室効果ガス排出量の
削減が必要です。
　このため、廃棄物の排出抑制、循環的利
用等の推進や温室効果ガス排出量の削減を
図るとともに、環境教育の推進と環境保全
活動の拡大等も図り、循環型社会と低炭素
社会づくりを目指します。

１　廃棄物の排出抑制、循環的利用等の推進

１　現況
　①　一般廃棄物
　　　日常生活や事務所等から排出される
ごみやし尿は一般廃棄物であり、市町
村が処理計画を策定し、収集、処理し
ています。

　　　近年、市町村によるごみの処理量は
減少傾向にあり、２４年度における県民
一人一日当たりの排出量は１，０２４g／
人日（全国平均は９６３g／人日）となっ
ています。

　　　また、市町村の分別収集、中間処理
により有効利用されたごみの量は５９千
ｔであり、このほか集団回収により３４
千ｔのごみが資源化されています。県
全体の総排出量に対するリサイクル率
は、２４年度では２２．８％であり、その推
移は表１‐１のとおりです。

　　　特に、再使用や再生利用が可能と考
えられる缶、びん、ペットボトル、紙
パック等の容器包装廃棄物については、
県内全市町村で「容器包装に係る分別
収集及び再商品化の促進等に関する法
律」（以下「容器包装リサイクル法」と

いう。）に基づき、分別収集が行われて
おり、２４年度では２３千ｔが収集されて
います。さらに、多くの市町村で資源
ごみ回収常設ステーションが設置され
ています。

　　　エアコンやテレビ等の廃家電品につ
いては、「特定家庭用機器再商品化法」
（以下「家電リサイクル法」という。）に
基づき、小売業者等を通じて製造業者
等が引き取り再商品化を行っており、
２５年度における県内４か所の指定引取
場所での回収量は、１１１千台となってい
ます。

　　　家庭から排出される使用済みパソコ
ンについては、「資源の有効な利用の促
進に関する法律」に基づき、１５年１０月
から製造業者等により回収・再資源化
されています。

　　　家電リサイクル法の対象となってい
ない使用済小型家電については、県内
全市町村で拠点回収等を行い、再資源
化を図っています。

　　　使用済自動車については、「使用済自
動車の再資源化等に関する法律」（以下
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「自動車リサイクル法」という。）に基
づき、１７年１月から引取業者、解体業
者及び自動車メーカー等により再資源
化されています。

　　　なお、ごみの有料化等の経済的手法
が１０市町（２６年４月現在）で導入され
ているほか、多くの市町村で、集団回

収を奨励するための報奨金制度の導入
や家庭用の生ごみコンポスト化容器等
に対する助成が行われています。

　　　ごみ処理状況の推移及びごみ計画処
理量と一人当たりのごみ排出量の推移
は、図１‐４及び図１‐５のとおりで
す。

　図１‐５　ごみ計画処理量と一人当たりのごみ排出量の推移

　図１‐４　ごみ処理状況の推移

２４年度２３年度２２年度２１年度２０年度区　　　　分

２２．８２３．５２０．５２０．５２０．９富 山 県

２０．４２０．６２０．８２０．５２０．３全 国

（単位：％）　表１‐１　リサイクル率
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　　　このほか、原材料等に利用（マテリ
アルリサイクル）できない廃棄物につ
いては、エネルギーとしての利用（サ
ーマルリサイクル）が図られており、
本県では、ごみの焼却余熱を利用した
発電（富山地区広域圏クリーンセンタ
ー２０，０００kW、高岡広域エコ・クリー
ンセンター（竣工２６年９月）４，６００kW、
射水市クリーンピア射水１，４７０kW）や
福祉施設への温水の供給等が行われて

います。
　　　県では、適正処理を確保するため、
処理施設の計画的な整備等について技
術的な助言を行っています。

　　　し尿については、水洗化人口が増加
しており、総人口に占める割合は２４年
１０月１日現在では、公共下水道人口は
７４．９％、浄化槽等人口は２０．５％で、こ
れに計画収集人口を加えた衛生処理人
口は９９．９％となっています。また、浄
化槽については、浄化槽法により設置
者に水質検査等が義務付けられていま
すが、維持管理に関する定期検査の受
検率が低いことから、関係機関と連携
して、個別訪問等による普及啓発を行
っています。

　　　し尿の処理人口とし尿の処理状況の
推移は、図１‐６及び図１‐７のとお
りです。

　②　産業廃棄物
　　　事業活動に伴って生じる廃棄物のう
ち産業廃棄物は法令で定められた、燃
え殻、汚泥、廃油、廃酸、廃アルカリ、
廃プラスチック類等の２０種類であり、
排出事業者処理責任が義務付けられて

　図１‐６　し尿の処理人口（２４年度）

　図１‐７　し尿の処理状況の推移
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います。県では、「とやま廃棄物プラン」
に基づき、排出抑制や減量化、循環的
利用の促進、適正処理の推進を図ると
ともに、産業廃棄物処理施設の計画的
な整備を指導しています。

　　　産業廃棄物の排出量（推計）は、図
１‐８のとおり、２４年度では４５５万８千
ｔであり、２３年度に比べ２５万３千ｔ増

加しています。種類別では、紙・パル
プ製造工場、浄水場等から発生する汚
泥が全体の６０．７％と最も多く、次にが
れき類の２０．４％となっています。

　　　また、産業廃棄物の処理状況は、図
１‐９のとおり、全体の５８．１％が脱水
や焼却等の中間処理によって減量化さ
れ、最終的には、３７．４％がセメント原

　図１‐８　産業廃棄物の排出状況（２４年度）
〔種　類　別〕 〔業　種　別〕

　図１‐９　産業廃棄物の処理・処分状況（２４年度）
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料や路盤材等に再生され、残りの４．５％
が最終処分（埋立）されています。減
量化・再生利用率は、９５．５％となって
います。

　　　産業廃棄物排出量等の推移は、図１‐
１０のとおりです。

　　　公共工事に伴う建設系廃棄物につい
ては、北陸地方建設副産物対策連絡協
議会において「北陸地方建設リサイク
ル推進計画２００８」が策定され、その排
出抑制、再利用の促進等が図られてい
ます。

　　　再使用や再生利用ができない産業廃
棄物は、一般的には脱水、焼却、破砕
等の中間処理を経て、最終処分（埋立）
されています。最終処分場は、埋め立
てる産業廃棄物の種類に応じて、遮断
型最終処分場、管理型最終処分場及び
安定型最終処分場の３つに分類されて
おり、本県では、管理型又は安定型最
終処分場で埋立が行われています。

　　　産業廃棄物の中には、爆発性、毒性、
感染性等を有するものがあるため、そ
の処理に当たっては適正な管理が必要
です。県では、保管、収集・運搬、中

間処理及び最終処分までの各段階にお
いて産業廃棄物の適正な管理が行われ
るよう、排出事業者や処理業者に対す
る監視、指導を行っているほか、関係
事業者等を対象に「廃棄物の処理及び
清掃に関する法律」（以下「廃棄物処理
法」という。）の改正等について講習会
等を開催しています。

　　　また、県外から産業廃棄物を搬入し、
県内で処理する場合には、産業廃棄物
適正処理指導要綱に基づき、事前協議
を行うよう事業者を指導しています。

　　　さらに、不法投棄防止対策の一環と
して、関係機関と連携し、産業廃棄物
不法投棄の監視パトロール等を実施し
ています。

　　　特別管理産業廃棄物である廃PCB
等（PCBを含む高圧コンデンサ、ト
ランス等）については、１３年７月に施
行された「ポリ塩化ビフェニル廃棄物
の適正な処理の推進に関する特別措置
法」（以下「PCB特別措置法」という。）
により、保管又は使用中の事業所に届
出と処分されるまでの間の保管が義務
付けられており、適正保管されるよう

　図１‐１０　産業廃棄物排出量等の推移
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監視・指導しています。PCB特別措
置法に基づく県内の届出事業所数は
１，０３３事業所となっています。

　　　国の「ポリ塩化ビフェニル廃棄物処
理基本計画」を受けて１８年３月に「富
山県ポリ塩化ビフェニル廃棄物処理計
画」を策定し、PCB廃棄物の確実か
つ適正な処理を計画的に推進すること
としました。この計画に沿って、高圧
トランス・コンデンサ等は、北海道室
蘭市の日本環境安全事業㈱で、北海道
など関係道県で構成する広域協議会と
調整を図りながら、２０年１１月から処理
に取り組んでいます。

　　　なお、県では、中小企業等が負担す
るPCB廃棄物の処理費用の軽減を図
るため、独立行政法人環境再生保全機
構に設けられたPCB廃棄物処理基金
に出えんをしています。

　　　また、低濃度PCB廃棄物等は、環
境大臣による無害化処理認定施設等に
おいて処理が進められています。

２　講じた施策
　①　とやま廃棄物プランの推進
　　　廃棄物の排出抑制及び循環的利用を
総合的かつ計画的に推進し、循環型社
会を構築するため、１５年３月に「とや
ま廃棄物プラン」を策定し、２４年３月
に改定しました。この計画は、廃棄物
処理法に基づき国の基本方針を踏まえ
策定したものであり、一般廃棄物と産
業廃棄物を対象として廃棄物の排出抑
制及び循環的利用に関する具体的な数
値目標を掲げるとともに、目標達成に
向けた施策や県民、事業者、行政の役
割分担を明らかにしています。この計
画に基づき、県民総参加の「ごみゼロ
推進大運動」を展開するなど、廃棄物
の排出抑制及び循環的利用を一層推進
し、環境にやさしい循環型社会の構築
を図っています。

　　　とやま廃棄物プランの概要は表１‐
２のとおりです。

　　　また、とやま廃棄物プランを着実に

推進するため、１９年３月に「廃棄物循
環的利用推進指針」を策定し、一層の
廃棄物の発生抑制や循環的利用の推進
に取り組んでいます。

　　　指針の概要は表１‐３のとおりです。

　②　一般廃棄物
　　ア　とやま廃棄物プランの推進
　　　　とやま廃棄物プラン等に基づき、

県民、事業者、行政の適切な役割分
担のもと、連携してごみの排出抑制
及び循環的利用の取組みを展開しま
した。

　　イ　ごみゼロ推進大運動の展開
　　　　県民、事業者、報道機関、行政等

で構成する「環境とやま県民会議」
を中心として、県民総参加で廃棄物
の排出抑制、循環的利用及び適正処
理に取り組む「ごみゼロ推進大運動」
を積極的に展開するため、メールマ
ガジンの配信による情報提供や講習
会の開催等により、県民がごみの発
生抑制及び循環的利用について考え、
実践する機会の提供に努めました。

　　ウ　ごみゼロ推進県民大会の開催
　　　　県民、事業者、行政が一堂に会し、

ごみゼロ型社会の実現や循環型社会
の構築に向けた取組みを推進するこ
とを目的として、２５年１０月に富山市
において、「ごみゼロ推進県民大会」
を開催し、ごみの減量化等に取り組
む団体等を顕彰しました。

　　　　また、「とやま環境フェア２０１３」を
あわせて開催し、リデュース・リサ
イクル等の展示実演や、こどもエコ
活動事例発表等を行いました。

　　エ　生ごみ広域リサイクルモデル事業
の実施

　　　　生ごみの広域リサイクルの実現に
向け、高岡市内のスーパーの協力を
得て、生ごみの排出量や分別状況、
収集可能範囲、コスト等を把握する
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　表１‐２　とやま廃棄物プランの概要

①県民総ぐるみで循環型社会づくりに向けた取組みを進めるための計画
②廃棄物処理法第５条の５第１項の規定や国の基本方針に基づいて定める計画
③県の総合計画や環境基本計画、市町村の一般廃棄物処理計画等と連携した計画

趣 旨
位置づけ

２３～２７年度までの５年間計画期間

●本県の目指すべき循環型社会の姿：「富山ビジョン」
　全ての県民、事業者が、可能な限り廃棄物の排出を抑制し、排出されたものは地域
内での循環的利用に積極的に取り組むとともに、循環的利用ができないものは環境負
荷に配慮して適正に処理を行うなど、自らが、またはそれぞれが連携・協力して、富
山県の特性に応じた富山県らしい循環型社会づくりに向け積極的に行動しているこ
と
●施策の基本的方向性

●計画の目標（平成２７年度）

目指す姿
と施策の
方向性

①富山県の特性を活かした循環型社会づくり
　・廃棄物の排出抑制・再使用の推進
　・廃棄物の再生利用の推進
　・地域活性化にも寄与する地域循環圏の形成
②循環型社会を支える安全・安心な基盤整備
　・適切な廃棄物処理体制の確保
　・廃棄物処理の高度化・効率化
　・不適正処理防止対策の推進
③温室効果ガスの排出が少ない低炭素社会への転換
④各主体が連携・協力する仕組みづくり
　・県民総ぐるみによる３Ｒの推進
　・環境教育や普及啓発の推進

富山県ら
しい循環
型社会づ
くりのた
めの推進
施策

３９８千ｔ
【１９年度比▲５％】排出量

９９千ｔ
（２５％）

再生利用量
（再生利用率）

３８千ｔ
（１０％）

【１９年度比▲２２％】

最終処分量
（最終処分率）

〈一般廃棄物〉

４，８７９千ｔ
【１９年度比＋１％】排出量

１，９５２千ｔ
（４０％）

再生利用量
（再生利用率）

２，７４０千ｔ
（５６％）

減量化量
（減量化率）

９６％減量化・
再生利用率

１８７千ｔ
（４％）

【１９年度比▲３８％】

最終処分量
（最終処分率）

〈産業廃棄物〉
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ための実証試験を実施しました。

　　オ　分別収集促進計画の推進
　　　　容器包装廃棄物の分別収集を促進

するため、２２年８月に策定した第６
期分別収集促進計画に基づき、消費
者（県民）、市町村、事業者がそれぞ
れの役割を分担し、資源の有効利用
を進めるよう分別排出についての普
及啓発を行うとともに、２６年４月を
始期とする第７期分別収集促進計画
を２５年８月に策定しました。

　　　　第７期分別収集促進計画の概要は、
表１‐４のとおりです。

　　カ　適正処理対策
　　　　一般廃棄物の適正な処理を確保す

るため、一般廃棄物処理計画の策定
や処理による生活環境への支障の防
止等について、市町村に対して技術
的な助言を行いました。

　　キ　ダイオキシン類対策
　　　　ごみ焼却施設から排出されるダイ

オキシン類を削減するため、ごみ処
理広域化計画を推進し、全連続式の
ごみ焼却施設の整備促進を図るとと
もに、県民の協力のもとに、ごみの
分別収集の推進を図りました。

　　　　ごみ焼却施設の整備状況は表１‐
５のとおりです。

　　　　なお、県では、ごみ処理広域化等
促進支援事業として表１‐６の事業
に対して補助を行いました。

　　　　２５年度における県内のごみ焼却施
設（市町村設置の６施設）から排出
されたダイオキシン類の年間排出総
量は、０．２０g‐TEQとなっています。

　　　　また、県内６施設のごみ焼却施設
のダイオキシン類排出濃度を調査し
たところ、表１‐７のとおり、
０．０００００３８～２．０ng‐TEQ／㎥Nで
あり、すべての施設で規制基準値を
下回っていました。 

　表１‐３　廃棄物循環的利用推進指針の概要
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　表１‐４　第７期分別収集促進計画の概要
　容器包装リサイクル法第９条の規定により、本県における市町村別の容
器包装廃棄物の排出見込量等を示すとともに、分別収集の促進のために本
県が行う施策を明らかにするもの。

趣旨

２６～３０年度までの５年間計画期間
容器包装廃棄物の
排出見込量

容器包装廃棄物の
分別収集見込量

①容器包装廃棄物の排出の抑制及び分別収集の促進の意義に関する知識の
普及

②市町村相互間の情報の交換の促進
③その他の排出の抑制や分別収集の促進に関する事項
　・廃棄物処理施設整備の推進
　・効果的な分別区分及び効率的な収集方法等への技術的支援
　・拠点回収及び集団回収の実施
　・容器包装廃棄物の排出抑制及び再商品化等の促進のための方策
　・県民、事業者のエコライフの拡大
　・行政の事業者、消費者としての環境保全に向けた取組みの率先実行
　・調査研究等の推進

分別収集促進のた
めの施策

３０年度２９年度２８年度２７年度２６年度区　　　分
７０，５３９．５７０，９７３．６７１，３７２．８７１，８２６．３７２，１９４．１容 器 包 装 廃 棄 物

３０年度２９年度２８年度２７年度２６年度区　　　分
１，９４９．６１，９６８．７１，９８２．５２，００１．６２，０１９．９無 色 ガ ラ ス び ん
２，３４０．２２，３５３．７２，３６５．１２，３７５．５２，３８５．２茶 色 ガ ラ ス び ん
９４６．８９３６．４９２７．５９１８．７９０５．０そ の 他 ガ ラ ス び ん
２，５２２．４２，５１４．０２，５０５．２２，４９６．５２，４８５．１紙 製 容 器 包 装
１，５０９．２１，５１０．２１，５１２．３１，５１１．２１，５１１．９ペ ッ ト ボ ト ル
５，５２８．６５，５２８．１５，５２７．６５，５２４．０５，５１８．８プラスチック製容器包装
６５．５６４．０６２．６６２．２６０．７うち白色トレイ
８０２．０８２０．８８４０．６８５９．６８７９．２ス チ ー ル 缶
１，１８７．７１，１８７．４１，１８６．０１，１８６．２１，１８２．９ア ル ミ 缶
１５９．９１５９．７１５８．７１５７．８１５７．３紙 パ ッ ク
６，８８９．０６，８６０．６６，８２３．８６，７９２．０６，７５２．４段 ボ ー ル

〔単位：ｔ〕

発電能力処理能力焼却方式施　　　設　　　名　　　称

―２７０ｔ桑２４時間全連続高岡市環境クリーン工場

―　５０ｔ桑１６時間バッチ氷見市西部清掃センター

　１，４７０kW１３８ｔ桑２４時間全連続射水市クリーンピア射水

２０，０００kW８１０ｔ桑２４時間全連続富山地区広域圏事務組合
クリーンセンター

―１７４ｔ桑１６時間准連続新川広域圏事務組合エコぽ～と

―　７０ｔ桑１６時間准連続砺波広域圏事務組合
クリーンセンターとなみ

　表１‐５　ごみ焼却施設の整備状況 （２６年３月３１日現在）

注　高岡市環境クリーン工場及び氷見市西部清掃センターは２６年９月に廃止され、高岡広域エコ・ク
リーンセンター（全連続、２５５t／２４時間、４，６００kW）が稼動
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　　ク　ごみ処理施設等の整備
　　　　２５年度末におけるごみ処理施設及

びごみ最終処分場の整備状況は、図
１‐１１及び図１‐１２のとおりです。

　　　　また、県内１２施設の最終処分場の
埋立残余容量は６５９千㎥であり、２４年
度の埋立量３０千㎥から推定すると残
余期間は２１．７年間と、全国の１９．７年
間（２４年度末）を上回っています。

　　　　県では、ごみ処理施設の計画的な

整備や適切な維持管理等について、
市町村等に助言しています。

　　ケ　し尿処理施設の整備
　　　　２５年度末におけるし尿処理施設の

整備状況は、図１‐１３のとおりであ
り、県内全体における１日当たりの
し尿の平均収集量３８８kℓに対して、
処理能力は５３１kℓとなっています。

　　　　県では、合理的なし尿処理体制の

　表１‐６　ごみ処理広域化等促進支援事業の概要
限　　度　　額　※補　助　率対　　　　象事　業　名

ごみ焼却施設；１億円
その他施設；５千万円

一般財源負担分
の１／４

一部事務組合が実施す
る広域的なごみ処理施
設の整備事業

広域ごみ処理
施設整備事業
費補助

注　限度額は１事業当たりで、ごみ焼却施設が１億円、その他施設が５千万円です。

基準値（ng-TEQ／m３N）排出濃度（ng-TEQ ／ m３N）施　　　設　　　名　　　称
５　０．０２２～０．０５２高岡市環境クリーン工場

５　０．０００３氷見市西部清掃センター

５　０．０２０～０．０４５射水市クリーンピア射水

０．１０．０００００３８～０．００２７富山地区広域圏事務組合
クリーンセンター

５　０．０００００６９～０．２９新川広域圏事務組合エコぽ～と

５　０．６１～２．０砺波広域圏事務組合
クリ－ンセンターとなみ

　表１‐７　ごみ焼却施設のダイオキシン類排出濃度調査結果（２５年度）

　図１‐１１　ごみ処理施設の整備状況 （２６年３月３１日現在）
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整備について、市町村等に助言して
います。

　　コ　浄化槽の適正な維持管理
　　　　浄化槽については、（公社）富山県

浄化槽協会と連携し、２０年４月１日
から定期検査にBOD検査を主体と
する新しい検査方式を導入するなど
法定検査受検率の向上を図り、適正
な維持管理を推進するとともに、合
併処理浄化槽の一層の普及に努めて
います。

　③　産業廃棄物
　　ア　とやま廃棄物プランの推進
　　　　事業者による産業廃棄物の計画的

な排出抑制及び循環的利用の取組み
や適正処理を進めるため、とやま廃
棄物プラン等に基づき各種施策を推
進するとともに、排出量の抑制等の
目標の達成に向けて、関係者への周
知徹底、普及・啓発を行ったほか、
中間処理施設の計画的な整備を指導
しました。

　　イ　多量排出事業者の指導等
　　　　産業廃棄物の年間発生量が１，０００

ｔ以上（特別管理産業廃棄物の場合
は５０ｔ以上）の多量排出事業者に対
して、産業廃棄物（特別管理産業廃
棄物）処理計画書の作成や実施状況
報告書の提出を指導しました。

　図１‐１３　し尿処理施設の整備状況

　図１‐１２　ごみ最終処分場の整備状況

（２６年３月３１日現在）

（２６年３月３１日現在）
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　　　　なお、計画書は、廃棄物処理法に
基づき、県のウェブサイトで公開し、
事業者の自主的な取組みの推進を図
りました。

　　ウ　建設系廃棄物対策の推進
　　　　「建設工事に係る資材の再資源化

等に関する法律」を推進するため、
届出等の審査やパトロール等を通じ
て、関係者に対して適正な分別解体、
再資源化の実施に関する指導や助言
を行いました。

　　エ　法令等に基づく規制の概要
　　　　廃棄物処理法は、廃棄物の適正な

処理等について必要な事項を定める
ことにより、生活環境の保全等を図
ることを目的としています。ここ数
年の廃棄物の排出量はほぼ横ばいで
すが、最終処分場のひっ迫、不法投
棄問題等に適切に対応するため、数
次の改正が行われ、不法投棄の未然
防止、リサイクルの促進等の措置の
強化が行われています。

　　　　２５年度末における産業廃棄物処理
業の許可状況は、表１‐８のとおり
です。また、産業廃棄物処理施設の
許可は、木くずやがれき類の破砕施
設が２６４施設、汚泥の脱水施設が８５施
設、安定型最終処分場が９施設、管
理型最終処分場が１６施設等となって
います。

　　オ　産業廃棄物適正処理指導要綱の運
用

　　　　産業廃棄物の処理施設設置や県外

から産業廃棄物を県内に搬入する際
の事前協議等を定めた産業廃棄物適
正処理指導要綱により、県内の産業
廃棄物の適正な処理の確保を図って
います。

　　　　この要綱に基づき、産業廃棄物の
焼却施設及び最終処分場等の設置に
当たっては、住民等の理解と協力を
得て事業を円滑に進める観点から、
生活環境影響調査内容の事前協議、
住民説明会の開催、生活環境の保全
に関する協定の締結及び生活環境の
保全を図るための必要な措置を講ず
るよう指導しています。

　　　　また、県外からの産業廃棄物の搬
入に当たっては、事前協議により、
県内の処理体制に影響を及ぼさない
よう事業者を指導しており、県では、
２５年度に１３０件の事前協議を行いま
した。

　　　　特に、搬入量の多い事業者（年間
１００ｔ以上）や埋立処分のために搬入
する事業者を重点的に指導しました。

　　カ　適正処理の啓発
　　　　廃棄物処理法により、産業廃棄物

の処理を委託する際には、マニフェ
ストを使用し、その使用の状況を報
告することが義務付けられているこ
とから、（一社）富山県産業廃棄物協
会と連携し、各種講習会等を通じて
普及啓発に努めました。

　　　　なお、国が普及を進めている電子
マニフェストについては、偽造を防
止でき、交付状況等の報告が不要に
なるなどのメリットがあることから、

計最 終 処 分中 間 処 理収集及び運搬許 可 区 分
１，６４２８１３５１，４９９

産 業 廃 棄 物
２４３４７５１６４
２０００６１９４

特別管理産業廃棄物
５９０４５５

　注　上段は富山県の許可件数、下段は富山市の許可件数

　表１‐８　産業廃棄物処理業の許可状況 （２６年３月３１日現在）
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あわせて普及啓発に努めました。
　　　　また、遵法性や事業の透明性が高

く、財務内容が安定するなど、通常
の許可基準よりも厳しい基準をクリ
アした産廃業者を認定する「優良産
廃業者認定制度」の普及を図るため、
（一社）富山県産業廃棄物協会と連
携し、認定の取得に向けた講習会を
開催しました。

　　　　このほか、県、市町村、警察本部、
海上保安部等関係機関からなる不法
処理防止連絡協議会を設置し、情報
交換を行うとともに、事業者への指
導、各種講習会、ポスターやパンフ
レットの作成配布により適正処理の
啓発を図りました。

　　キ　公共関与による処理施設の整備
　　　　公共関与による産業廃棄物処理施

設の整備については、①本県の最終
処分場は残余年数から当面十分な処
理能力を有していると考えられるこ
と、②廃棄物の減量・リサイクルの
一層の進展が見込まれることなどか
ら、現時点の必要性は低い状況です
が、廃棄物の発生・処理の動向、最
終処分場の残余年数等を考慮しなが
ら、引き続き検討を進めていくこと
としています。

　　ク　監視指導
　　　　県では、必要に応じて市町村とも

連携して産業廃棄物処理業者及び排
出事業所延べ８２事業所に対して監視
を行い、そのうち、３２事業所に対し
て改善を指導しました。

　　　　監視指導状況は表１‐９のとおり
です。 

　　ケ　不法投棄等の防止対策の推進
　　　　常勤の産業廃棄物監視指導員２名

により広域的なパトロール（延べ１５７
回）を実施し、一般廃棄物も含め９
件の不法投棄等の事案を発見すると
ともに、原状回復に努めました。

　　　　また、１０月の「不法投棄防止月間」
に関係機関と連携した一斉パトロー
ルや産業廃棄物運搬車両を対象とし
た路上検問を実施したほか、「廃棄物
の不法投棄等の情報提供に関する協
定」を締結している中日本高速道路
㈱からの情報提供に基づく早期撤去
や、県猟友会によるパトロール活動
の実施など、不法投棄等の未然防止、
早期発見に努めました。

　　　　さらに、市町村による不法投棄廃
棄物の撤去に対して財政上の支援を
行いました。

　　コ　大規模災害時における災害廃棄物
の処理等に関する協定の締結

　　　　地震等の大規模な災害の発生時に
おいて、災害廃棄物の処理等を適正
かつ円滑に推進するため、（一社）富
山県産業廃棄物協会、（一社）富山県
構造物解体協会及び富山県環境保全
協同組合の３団体と協定を締結し、
必要な協力体制を構築しています。

　　サ　農業系廃棄物対策の推進
　　　　１９年９月に改訂した「とやまエコ

農業推進方針」に基づき、化学肥料・
農薬の低減に取り組むエコファーマ
ーの育成を推進するとともに、農業
用廃プラスチックや、廃農薬など使
用済農業用資材の適正処理を推進し、
「環境にやさしい農業」の普及に努

合 計排 出
事業所

産業廃棄物処理業者
区　　分

最終処分中間処理収集及び運搬
８２１１１９５０２７１立入調査数
３２２３２６１３０指 導 件 数

　表１‐９　産業廃棄物の監視・指導状況（２５年度）
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めました。

　　シ　下水汚泥処理の推進
　　　　下水汚泥処理基本計画に基づき、

下水汚泥の有効利用や安定的、効率
的な汚泥処理の推進に努めました。

　④　リサイクルの推進
　　ア　リサイクル認定制度の推進
　　　　リサイクル製品の製造・販売や廃

棄物の減量化・リサイクル等の取組
みの拡大を推進するため、１４年度に
創設したリサイクル認定制度により、
「リサイクル製品」、「エコ事業所」
の２つの区分について、２５年度は２
回の公募を行い、認定審査会におけ
る書類審査や現地調査等を踏まえ認
定を行いました。

　　　　２５年度末における認定状況は、表
１‐１０のとおり、リサイクル製品が
７３製品、エコ事業所が１５事業所とな
っています。

　　　　また、この制度や製品等を紹介す
るため、パンフレットやホームペー
ジ等による広報を行いました。

　　　　さらに、認定リサイクル製品の公
共事業での利用促進を図るため、「公
共工事におけるリサイクル製品利用
推進部会」において、製品の優先的
な利用を図りました。 

　　イ　ごみ焼却灰（溶融スラグ）の利用
促進

　　　　ごみ焼却灰から生成される溶融ス
ラグの利用を促進するため、県が実
施する公共工事で溶融スラグを利用
したアスファルト舗装材等を積極的
に使用しました。

　　ウ　富山型使用済小型家電等リサイク
ルの推進

　　　　使用済小型家電等を回収し、民間
事業者が高度リサイクル処理を行う
富山型リサイクル体制の構築に向け、
市町村による常設回収ステーション
の設置を支援し、２５年１０月には、県
内全域で使用済小型家電の回収体制
が整備されました。

　　　　また、市町村の取組みを一層推進
するため、啓発資材の作成、環境イ
ベントでの回収活動の支援など、普
及啓発を実施しました。

　　エ　産業廃棄物排出抑制・減量化マニュ
アル〔汚泥編〕の策定

　　　　事業者における産業廃棄物の排出
抑制や最終処分量の削減の取組みを
推進するため、排出量が最も多い汚
泥について排出抑制・減量化対策や
事業者の取組事例等をまとめたマニュ
アルを策定し、啓発を実施しました。

　表１‐１０　リサイクル認定制度に基づく認定状況
エ コ 事 業 所エコショップリサイクル製品区　　分

　５３９３０２３　年　度
　５２８２２２４　年　度
　５　－※２１２５　年　度
１５－７３合　　計

※　エコショップの認定制度は２５年１０月に廃止し、とやまエコ・ストア
制度に移行しました。 リサイクル認定マーク
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　図１‐１４　県内における温室効果ガスの部門別排出量の推移

増加率（％）
２３年度２年度

区分
割合（％）排出量（千ｔ－CO２）割合（％）排出量（千ｔ－CO２）

９２．５１７．４２，３７７１１．０１，２３５民 生 家 庭
８１．７１２．３１，６７５８．２９２２民 生 業 務
２１．５１６．５２，２５６１６．６１，８５６運 輸
４．８４８．２６，５８５５６．２６，２８３産 業

－１２．４５．７７７６７．９８８６そ の 他
２２．３１００　１３，６６９１００　１１，１８１合 計

注１　四捨五入により、合計は一致しない場合があります。
　２　その他：廃棄物由来の二酸化炭素、メタン、一酸化二窒素、代替フロン等３ガス

２　温室効果ガス排出量の削減

１　現況
　地球温暖化は、地表から放射された熱
を吸収し、再び地表に放射して温度を上
昇させる効果をもつ二酸化炭素（CO２）
等の温室効果ガスが、近年の人間活動の
拡大に伴って大量に排出されることによ
り起こるといわれています。地球温暖化
により、海面水位の上昇や異常気象の頻
発化、健康、生態系、食糧生産への悪影
響が懸念されています。
　県内の温室効果ガス排出量（二酸化炭
素換算）は、図１‐１４のとおり、２年度
の１１，１８１千t‐CO２と比べて、２３年度は
１３，６６９千t‐CO２と２２．３％増加しました。
部門別の排出量では、産業部門（４８．２％）、
民 生 家 庭 部 門（１７．４％）、運 輸 部 門

（１６．５％）、民生業務部門（１２．３％）の順
となっています。
　また、主な温室効果ガスである二酸化
炭素の２３年度の排出量は１３，０７０千t‐
CO２であり、これは全国の約１％に相当
し、県民一人当たりでは１２．０t‐CO２で
した。
　一方、本県は、森林が多く緑が豊かな
ことから、植物により相当量の二酸化炭
素が吸収されていると見込まれています。
　しかしながら、二酸化炭素は、人間活
動のあらゆる場面において排出されてお
り、その削減に当たっては、現代の大量
生産、大量消費、大量廃棄型の社会経済
システムの変革に向けた取組みが必要で
す。
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　また、その他の温室効果ガスであるメ
タン、一酸化二窒素、代替フロン等につ
いても、それぞれの排出実態を踏まえた
対策が必要です。

２　講じた施策
　①　とやま温暖化ストップ計画の推進
　　　地球温暖化対策を地域レベルで計画
的かつ体系的に推進するため、１６年３
月に「地球温暖化対策推進計画」（以下
「とやま温暖化ストップ計画」とい
う。）を策定しました。この計画では、
温室効果ガス排出量の削減目標や削減
対策、県民、事業者及び行政が取り組
むべき具体的な行動指針を明らかにし
ており、この計画に基づき、県民、事
業者及び行政が連携協力して、各種対
策に取り組んでいます。

　　　なお、とやま温暖化ストップ計画に
ついては終期が２２年度であったため、
同年度から環境審議会地球温暖化対策
小委員会において改定について検討し
てきました。しかし、国のエネルギー
政策、地球温暖化対策の先行きがみえ
ないことから、同小委員会の了承を得

て、計画期間を２５年度まで延長しまし
た。

　　　２５年度は、本県の温室効果ガスの排
出状況、社会経済情勢の変化等に適切
に対応するため、とやま温暖化ストッ
プ計画の改定を検討しました。

　　　とやま温暖化ストップ計画の概要は、
表１‐１１のとおりです。

　　　県では、地球温暖化を防止するため、
とやま温暖化ストップ計画に基づき、
温室効果ガス排出量の増加が著しい民
生家庭部門及び民生業務部門を中心に
以下の対策を推進しました。

　　ア　地球温暖化対策に関する普及啓発
を図るため、富山県地球温暖化防止
活動推進センターである（公財）と
やま環境財団と連携し、「地球温暖化
防止県民大会」を２５年１２月に開催す
るとともに、県民の優れた取組みを
「とやまストップ温暖化アクト賞」
として表彰（個人２件、団体１件、
企業２件）しました。

　　　　また、民生部門を中心に、省資源・
省エネルギー運動を推進しました。 

　表１‐１１　とやま温暖化ストップ計画の概要
２０１３年度の温室効果ガス排出量を１９９０年度の排出量から６％削減計 画 の 目 標
京都議定書で定められた以下の６物質
　①二酸化炭素（CO２） ④ハイドロフルオロカーボン（HFC）
　②メタン（CH４） ⑤パーフルオロカーボン（PFC）
　③一酸化二窒素（N２O） ⑥六ふっ化硫黄（SF６）

対 象 物 質

県内全域対 象 地 域
①排出削減対策
産業部門、民生（家庭）部門、民生（業務）部門、運輸部門、廃棄物部門
及び農業部門における対策、エネルギー対策

②吸収源対策
　森林整備、都市緑化、木材資源の利用
③普及啓発等
　普及啓発、調査研究、率先実行、国際協力

計画の推進施策

　温室効果ガスは、県民の日常生活や事業活動などのあらゆる場面において
排出されていることから、県民、事業者及び行政の行動指針を示しています。

主体別の具体的
な 行 動 指 針

　県民、事業者及び行政が連携協力しながら、それぞれの立場において対策
に取り組むこととします。　国は段階的に必要な対策を実施していくことか
ら、国の対策を十分に勘案するとともに、県内の温室効果ガス排出状況等を
評価し、必要に応じて計画の見直しを行います。

計画の推進体制
及び進行管理
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　　イ　地域において地球温暖化に関して
住民への普及啓発、調査、指導及び
助言等を行う地球温暖化防止活動推
進員の活動を支援しました。

　　ウ　家庭における地球温暖化対策を推
進するため、診断員が家庭を訪問し、
各家庭の状況に応じた省エネ方法を
提案する「うちエコ診断事業」を実
施しました。

　　　　また、節電の取組みを入力するこ
とで、ウェブサイト上にバーチャル
節電所を建設する「とやまメガ節電
所プロジェクト」を実施しました。

　　　　さらに、１０歳の児童等が中心とな
って、１０項目の地球温暖化対策を１０
週間、家族とともに取り組む「とや
ま環境チャレンジ１０（テン）事業」
を全市町村の６８校で実施しました。

　　　　このほか、省エネ、低炭素住宅等
をPRする「住まい博　富山１３０」
の開催を支援しました。 

メントや環境技術分野での人材育成
を支援するため、経営者、マネジメ
ント担当者等を対象としたセミナー
及び環境シンポジウムを開催しまし
た。

　　　　このほか、中小企業向けの環境マ
ネジメントシステム「エコアクショ
ン２１」の普及拡大を図るため、「エコ
アクション２１自治体イニシアティブ・
プログラム」（多くの事業者が一斉に
「エコアクション２１」の認証取得を
目指す事業）を実施しました。

　　　　また、小規模事業者の省エネルギ
ー推進活動を支援するため、県商工
会連合会及び富山商工会議所を通じ
て専門家の巡回指導等による普及啓
発活動等を実施しました。

　　オ　市町村公共施設へのLED照明導
入等の省エネ改修を支援しました。

　　カ　環境省が実施している、地球温暖
化防止のための普及啓発イベントで
あるCO２削減／ライトダウンキャ
ンペーン「夏至ライトダウン」及び
「七夕ライトダウン」への参加につ
いて、県民や事業者に協力を呼びか
け、県内４７９のライトアップ施設等で
一斉消灯が行われました。

　　キ　エコドライブ実践の拡大と定着を
推進するため、エコドライブ実践絵
画コンテスト及びエコドライブ推進
全国フォーラムin TOYAMAを開
催しました。

　　　　また、立山高原バスへの低公害車
の導入に対して補助しました。

　　ク　過度のマイカー利用から、徒歩、
自転車、公共交通機関への利用転換
を図るため、交通事業者の協力も得
て、「県・市町村統一ノーマイカーウ
ィーク」及び「ノーマイカー通勤チャ
レンジ事業」の実施やパークアンド
ライドの推進等の各種施策を推進す

とやま環境チャレンジ１０

　　エ　事業者の地球温暖化対策を促進す
るため、環境保全施設整備や再生可
能エネルギーを利用した発電設備の
導入を行う中小企業に対して融資を
実施しました。

　　　　また、省エネや地球温暖化対策に
関する相談窓口を（公財）とやま環
境財団に継続して設置するとともに、
節電・省エネセミナーを開催しまし
た。

　　　　さらに、企業における環境マネジ
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るとともに、県の率先行動として、
２０年１０月から職員によるマイカー通
勤の自粛にも取り組んでいます。

　　　　また、鉄軌道の設備整備やバス路
線の運行維持等を支援するなど、公
共交通の維持活性化・利用促進に向
けた取組みを推進しました。

　　　　さらに、パソコンや携帯電話等に
より、乗継情報等の公共交通情報を
わかりやすく案内するシステムを導
入しています。（富山らくらく交通ナ
ビ事業）

　　　　このほか、公共交通機関が導入す
る交通ICカード整備事業に対する
支援を行っています。

　　ケ　県内における電気自動車（EV）や
プラグインハイブリッド自動車
（PHV）に必要な充電設備の整備を
加速し、EVやPHVの普及促進を
図るため、「次世代自動車充電インフ
ラ整備ビジョン」を策定しました。

　　コ　荷主企業奨励金制度による地元港
湾利用の促進に取り組み、物流にお
ける環境負荷の低減を図りました。

　　サ　道路の主要な渋滞ポイントの解消
やバイパス、環状道路の整備など交
通円滑化対策を行いました。

　　シ　（一社）富山県トラック協会及び
（公社）富山県バス協会が行う環境
対策事業（エコドライブの推進等）
に対し交付金を交付しました。

　　ス　再生可能エネルギーの取組みや今
後の方向性を内容とする「再生可能
エネルギービジョン」の策定を検討
しました。

　　　　また、農業用水を利用した小水力
発電については、小摺戸発電所（仮
称、入善町）の建設を継続するとと
もに、土地改良区等が実施する２か
所の整備を支援したほか、適地での

採算性検討等の調査を行いました。
　　　　さらに、環境・エネルギー分野に

おける産学官連携による新商品・新
事業の技術開発を支援しました。

　　　　このほか、神通川浄水場太陽光発
電所の運転を開始したほか、住宅用
太陽光発電システム導入に対する補
助（１，３９４件）及び融資（９件）を実
施しました。

　　セ　環境省の補助金を活用した「再生
可能エネルギー等導入推進基金」に
より、地域の防災拠点となる公共施
設への太陽光発電等の再生可能エネ
ルギーや蓄電池の導入を推進しまし
た。

　　ソ　賑わい創出や観光振興、さらには、
環境学習の推進のため、都市部の貴
重な水辺空間である富岩運河環水公
園等において、二酸化炭素を排出し
ないソーラー発電を活用した電気船
「sora」と電気ボート「もみじ」を
県と富山市が共同で運航しました。

　　タ　県庁本庁舎及び出先機関において、
引き続き、簡素で効率的な県庁独自
の環境マネジメントシステムを運用
し、環境に配慮したオフィス活動等
を推進するとともに、業務に支障の
ない照明の消灯など「県庁節電アク
ション」として節電行動を実施しま
した。

　　　　また、公用車の低公害車・小型車
化を推進しました。

　　チ　県有施設において高効率照明の導
入等を行うとともに、中央病院で冷
熱源設備を対象としたESCO事業
を実施しました。

　　ツ　「特定製品に係るフロン類の回収
及び破壊の実施の確保等に関する法
律」に基づき、フロン類が使用され
ている業務用冷凍空調機器の廃棄及
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び整備の際に、フロン回収を行う業
者の登録等を行うとともに、立入検
査を実施しました。

　　テ　二酸化炭素の吸収源になる森林の
整備・保全を推進しました。

　②　地球温暖化防止のための富山県庁行
動計画（新県庁エコプラン）の推進

　　　県では、２４年１月に策定した「地球
温暖化防止のための富山県庁行動計
画」（以下「新県庁エコプラン」という。）
の第３期計画に基づき、県の事務事業
における温室効果ガスの排出削減や環
境負荷の低減を図るため、率先的に省

資源・省エネルギー等の環境保全活動
に取り組みました。また、県有施設に
おける電力デマンド監視システムの導
入に向けた取組みを推進しました。

　　　新県庁エコプラン第３期計画の概要
は、表１‐１２のとおりであり、２５年度
における取組みの実施状況は表１‐１３
のとおりです。

　　　また、グリーン購入の推進について
は、１３年４月に策定した「グリーン購
入調達方針」に基づき、環境負荷の低
減に配慮した物品等の調達に努めまし
た。

　　　県の２５年度のグリーン購入の実績は、
表１‐１４のとおりです。

地球温暖化対策推進法２０条の３に基づく地方公共団体実行計画（事務事業
編）。また、省エネルギー法における県のエネルギー使用の合理化に向けた
中長期計画等と連携して取り組むもの

位 置 づ け

２３～２７年度までの５年間計 画 期 間
県が自ら管理運営するすべての機関（指定管理者制度導入施設を含む）対 象 機 関
①温室効果ガスの排出に係る削減目標
　県の事務事業に伴う二酸化炭素排出量を２７年度までに２２年度比で５％以
上削減

②項目ごとの削減目安（２７年度／２２年度）
　・電気使用量　　　　　　　　　　　５％削減
　・庁舎等燃料使用量　　　　　　　　５％削減
　・公用車燃料使用量　　　　　　　　５％削減
　・水使用量　　　　　　　　　　　　５％削減
　・紙（コピー用紙）購入量　　　　　５％削減
　・廃棄物廃棄処分量　　　　　　　　５％削減

削 減 目 標

①エコオフィス活動の継続・徹底
　・省エネルギー管理体制の強化
　・所属（職員）単位での取組み
　・庁舎等管理所属単位での取組み
②施設・設備等の省エネルギー化の推進
　・施設の建設等に関する取組み
　・公用車の導入に関する取組み

取 組 方 針

環境行政推進会議（会長：副知事）とその下部組織である環境行政推進会
議幹事会において、計画を進行管理し、推進する。推 進 体 制

　表１‐１２　新県庁エコプラン第３期計画の概要
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　表１‐１３　新県庁エコプランの実施状況
２５年度実績

２４年度実績２２年度
（基準年度）項　目

２２年度比

▲　８．６％７２，５４８７４，２１１７９，３６１CO２総排出量（t）
（電気＋庁舎等燃料＋公用車燃料）

１１６，４４２１１８，１３２１１７，７２０電気使用量（千kWh）電
気 ▲　１．１％４３，５５２４４，１６９４４，０２７CO２排出量（t）

４，４３５４，６７６６，２８６重油使用量（kL）庁
舎
等
燃
料

２，７７９２，８６３３，０９８灯油使用量（kL）
２，１７６２，２０９２，３９０都市ガス使用量（千㎥）
１０２１０６９８LPガス使用量（千㎥）

▲　２０．０％２４，５３６２５，５１０３０，６７１CO２排出量（t）
１，４６１１，４７１１，５５８ガソリン使用量（kL）公

用
車
燃
料

４１３４３２４０５軽油使用量（kL）
▲　４．４％４，４６０４，５３２４，６６３CO２排出量（t）
▲　８．３％７６２７８１８３１水使用量（千㎥）
３．３％１４４，９７８１４７，１７９１４０，２９１紙購入量（千枚）

▲　６．０％２，４８３２，５５９２，６４１廃棄物廃棄処分量（t）

注１　２４年度実績については、内容を精査のうえ一部修正しました。
　２　電気使用量に伴うCO２排出量への換算は、経年比較のため２２年１２月２７日告示の排出係数
（０．３７４㎏／kWh）を採用しています。

　３　廃棄物廃棄処分量＝廃棄物排出量－リサイクル量

グリーン購入率（％）分　　　野
９８．９印 刷 物
９５．４文 具 類
９９．７Ｏ Ａ 機 器

　表１‐１４　県のグリーン購入の実績（２５年度）

注１　グリーン購入率（％）＝（判断の基準を満たす物品等の購
入金額）／（各分野の特定調達品目の購入金額合計）×１００

　２　グリーン購入が十分に浸透してきたため、２５年度から、一
部の分野についてのみ調達状況を集計することとしました。
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１　現況
　①　環境教育の推進
　　　環境問題についての認識を深め、環
境保全活動を実践するために重要な役
割を担う環境教育については、１８年３
月に策定した「環境教育推進方針」に
基づき、各種の取組みを推進していま
す。

　　　また、環境科学センターにおいて環
境月間に施設の一般公開や「夏休み子
供科学研究室」等を開催するなど環境
教育の充実に努めています。

　②　環境保全活動の拡大
　　　環境にやさしい生活（エコライフ）

を推進するため、「環境とやま県民会
議」が設立され、レジ袋の削減など県
民総参加での取組みが進んでいます。

　　　また、県民、事業者、行政が一体と
なって、地域に根ざした環境保全活動
を推進するための拠点として設立され
た（公財）とやま環境財団では、環境
意識の高揚や環境保全に関する知識の
普及、環境保全活動の支援等を目的と
して、表１‐１５のとおり、各種事業を
行っています。

　　　さらに、事業者においては、経営管
理の一環として、ISO１４００１やエコアク
ション２１等の環境マネジメントシステ
ムを導入するなど環境保全への自主的

３　環境教育の推進と環境保全活動の拡大

・環境ネットワークの形成（エコノワ交流会・出前講座の実施、市
町村との環境パートナーシップ事業、豊かな地下水保全・涵養事
業、とやま川の健やかさ調査事業、環境保全活動助成事業等）

・県民運動等の推進（県土美化推進県民会議総会・環境とやま県民
会議総会・ごみゼロ推進県民大会等の開催、「みんなできれいに
せんまいけ大作戦」の展開等）

・環境保全に関する相談対応等

協働推進事業

・とやま環境チャレンジ１０の実施
・環境教育の支援（環境ライブラリーの整備、ウェブサイトによる
学習支援）

・こどもエコクラブの育成
・富山県立大学環境教育地域連携の推進
・自然解説等（ナチュラリストによる自然解説、ナチュラリスト研
修会の開催、ナチュラリストバンク事業、星空の街・あおぞらの
街推進事業等）

環境教育推進事業

・環境保全・温暖化防止活動の情報発信（メールマガジン、ウェブ
サイト「エコノワとやま」による情報発信等）

・啓発イベント等の実施（エコライフ・アクト大会、とやま環境フェ
ア２０１３、地球温暖化防止県民大会等の開催）
・エコドライブの推進

普及・啓発事業

・地球温暖化防止活動推進員の研修・活動支援及び養成講座の開催
・地域活動支援・連携促進事業の実施（中小企業の省エネ点検・改
善提案事業）

・うちエコ診断の実施
・家庭・事業所における節電・省エネの促進
・住宅用太陽光発電システム導入に対する助成事務
・地球温暖化防止活動アドバイザーの設置

地球温暖化防止活動推進
センター事業

・エコアクション２１の認証・登録
・エコアクション２１制度の普及啓発
・エコアクション２１自治体イニシアティブ・プログラムの実施

エコアクション２１地域事
務局事業

　表１‐１５　（公財）とやま環境財団の主要事業の概要
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取組みが進んでいます。
　　　このほか、県公共交通利用促進協議
会が県民にマイカー自粛を呼びかける
「ノーマイカー県民運動」では、交通
事業者の協力も得て、「県・市町村統一
ノーマイカーウィーク」及び「ノーマ
イカー通勤チャレンジ事業」が実施さ
れています。

　　　県では、機会をとらえて、県民や事
業者との対話の機会を設定し意見交換
を行うとともに、県民等への積極的な
情報提供に努めています。

　　　また、県では、環境保全の仕組みづ
くりにおいて、県民等の意見（パブリ
ックコメント）を募集するなど、県民
参加の開かれた行政を推進し、県民等
とのパートナーシップのもと環境の保
全と創造に取り組んでいます。

２　講じた施策
　①　環境教育の推進
　　ア　環境教育推進方針の推進
　　　　環境教育推進方針に基づき、県が

取り組んでいる環境教育についての
情報を紹介するウェブサイト「環境
情報ギャラリー」を開設し、環境教
育情報を発信するなど、県民や事業
者等の取組みを推進しました。 

量化、水環境の保全等を学ぶ「と
やまエコキッズ探検隊」を実施し
ました。（７回）

　　　・　子どもたちによる自主的な取組
みを推進するため、こどもエコク
ラブの活動を支援しました。

　　　・　幼稚園児や保育園児とその保護
者を対象に、紙芝居やクイズ等を
通して楽しくエコライフの大切さ
を学ぶ「はじめてのエコライフ教
室」を開催しました。（２０か所）

　　　・　上流域と下流域の住民が一緒に
海岸清掃を行うことなどを通じて、
身近なごみと海岸漂着物の関係に
ついて考え、ごみの発生抑制につ
なげてもらうため、「海岸美化体験
ツアー」を開催しました。（３回）

　　　・　県民の環境意識の高揚や環境保
全に関する知識の普及を図るため、
（公財）とやま環境財団と連携し
て、希望する学校、地域団体、企
業等に講師を派遣する「出前講座」
を実施しました。（１３件）

　　　　　また、環境に関する話題につい
て、住民等と意見交換を行う「出
前県庁しごと談義」を実施しまし
た。

　　　・　環境科学センターにおいては、
小学校の環境学習の時間や市・企
業・団体等が主催する環境に関す
る講座に講師を派遣し、富山の水
環境等について講義を行いました。

　　　・　環境保全に積極的に取り組む児
童を育てるため、総合教育センタ
ーの研究主事が指導者となり、希
望する小学校の教員を対象として、
「地域や学校周辺の自然観察」や
「水生生物の調べ方」など、身近
な自然環境を調べる方法や総合的
な学習の時間と関連する実験や観
察についての研修を行いました。

　　　　　また、児童を対象に「サイエン
スカー訪問研修」で、「小さな生き
物の観察」や「学校周辺の自然観
察」等のテーマで研修を行いまし

とやまエコキッズ探検隊

　　イ　環境教育・学習の場の提供
　　　・　小学生とその保護者を対象に、

地域の環境施設等の見学や体験学
習を通じて温暖化対策やごみの減
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た。
　　　・　野鳥愛護の普及啓発のため、バ

ードウォッチングや野鳥を中心と
した自然教室を開催しました。

　　　・　ジュニアナチュラリストが関心
を持って活動を続けられるよう、
自然観察会への参加やナチュラリ
ストによる自然解説活動の体験の
機会を提供し、活動を支援しまし
た。

　　　・　立山黒部アルペンルート沿線に
侵入してきている外来植物の除去
作業を体験するとともに、環境保
護の重要性について学ぶ県政バス
教室を実施しました。

　　　・　森づくりに関する理解を深める
ため、フォレストリーダーによる
「森の寺子屋」を開催しました。

　　　・　子どもたちの農業・農村体験学
習を実施し、都市農山漁村交流を
図り、自然環境に対する理解を深
めました。

　　　　　また、身近な農業用水での生き
物調べを通じて、子どもたちの農
業・農村への理解と環境保全への
関心を深めました。 

１１６団体の参加のもと、１９年６月に
「環境とやま県民会議」を設立し、
各活動主体の連携協力により、レ
ジ袋の削減など県民総参加でのエ
コライフを推進しました。

　　　・　環境月間である６月に「エコラ
イフ・アクト大会」を開催し、楽
しみながらエコライフの実践に取
り組む意識を啓発するとともに、
県内１０市において「エコライフ・
イベント」を実施しました。

　　　・　レジ袋無料配布廃止や資源回収、
低炭素化等の環境配慮行動に消費
者と協働で取り組む小売店舗を登
録する「とやまエコ・ストア制度」
を創設し、シンボルマークを公募
して選定するとともに、２５年１０月
に、本制度の運用開始を記念した
オープニングセレモニーやレジ袋
削減５周年／とやまエコ・ストア
制度スタート記念シンポジウムを
開催しました。

　　　　　また、消費者団体等と連携して、
登録事業者の募集や、毎月第３日
曜日を「エコ・ストアの日」とし
て街頭や店頭での普及啓発活動等
を実施しました。（本制度の登録店
は２６年３月末現在で６０社９８９店舗）

　　　・　エコドライブとやま推進協議会
を中心に環境関連イベント等にお
いてエコドライブを県民、事業者
に広く普及啓発するとともに、新
聞等による広報を実施するなど、
県民参加の「エコドライブ推進運
動」を展開しました。

　　イ　（公財）とやま環境財団への支援
等

　　　　環境保全活動への参加を一層推進
するため、（公財）とやま環境財団を
中心に県民等の活動の支援やネット
ワークづくりが進められており、県
でも同財団の活動の充実に向けて支
援に努めているところです。

　　　　６月の環境月間には、（公財）とや

はじめてのエコライフ教室

　②　環境保全活動の拡大
　　ア　エコライフの推進
　　　・　日常生活の中でごみや二酸化炭

素をできるだけ出さない取組み
「エコライフ」を促進するため、
県民、事業者、報道機関、行政等
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ま環境財団と協力してポスターの募
集や展示、エコライフ・アクト大会
の開催等を行いました。

　　　　また、地域に根ざした環境保全活
動に県民、事業者、行政が一体とな
って取り組むため、（公財）とやま環
境財団が事務局となって推進する
「環境とやま県民会議」の運営のほ
か、環境情報の収集や提供、環境教
育の推進、新聞やラジオ等による普
及啓発等の各種事業に対して支援を
行いました。

　　　　さらに、県民、事業者等に対して
環境保全活動の普及を図るため、（公
財）とやま環境財団内に設置した環
境保全相談室において、ボランティ
ア団体等の活動支援及び環境保全に
関する情報提供や相談業務を実施し
ました。

　　　　このほか、（公財）とやま環境財団
では、環境保全活動推進団体等の活
動や普及啓発事業に対し助成すると
ともに、ナチュラリストを派遣する
ナチュラリストバンク事業等を実施
しました。

　　ウ　事業者への支援等
　　　　事業者においても、環境の保全と

創造に向けた自主的な取組みが実施
されており、県では、中小企業が整
備する公害防止施設、廃棄物の資源
化・再生利用施設、低公害車の購入
など様々な取組みに対し低利融資を
実施するなど、こうした取組みの支

援に努めています。
　　　・　事業活動に伴う環境への負荷の

低減を促進するため、環境マネジ
メントシステムの普及に努めまし
た。

　　　・　幅広い事業者の環境保全の取組
みを促進するため、（公財）とやま
環境財団とともに、環境マネジメ
ントシステム（エコアクション２１）
の認証・登録制度の普及に努めま
した。

　　　・　中小企業者の環境問題への適切
な対応を図るため、（公財）富山県
新世紀産業機構において、専門家
による相談指導や情報提供を行い
ました。

　　　・　中小企業者における環境の保全
及び創造に資する施設の整備を促
進するため、長期で低利な中小企
業環境施設整備資金を融資しまし
た。

　　　・　畜産環境保全に係る施設導入に
対し、補助を行うとともに、リー
ス事業の積極的活用についても指
導を行いました。

　　エ　環境に関する情報提供の充実等
　　　　県では、県民や事業者との対話を

進めるため、（公財）とやま環境財団
と連携して、希望する学校、地域団
体、企業等に講師を派遣する「出前
講座」や環境に関する話題について、
住民等と意見交換を行う「出前県庁
しごと談義」を実施しています。

　　　　また、各種計画の策定等に当たっ
ては、県民等の意識に関するアンケ
ート調査を実施するとともに、施策
に関する意見を募集するなど、県民
等のニーズを把握し、施策に反映す
るよう努めています。

　　　　さらに、県内の事業者・団体の環
境保全活動を紹介するウェブサイト
「エコノワとやま」を通じて、県民
や事業者・団体に対し具体的な取組
事例を提供しています。

エコライフ・アクト大会
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　　　　このほか、環境に関する各種パン
フレット等の配布やインターネット
を活用した各種データの公表等によ
り、県民等に対してわかりやすく迅
速な情報の提供に努めています。

　　オ　県民参加の促進
　　　　県では、各種計画の策定や改定に

当たっては、パブリックコメントを
募集し、県民等の意見を施策に反映
させています。

　　　　また、各種計画に掲げる施策の着
実な推進を図るため、県民が参加し
た推進組織を設置しており、取組み
の状況や施策の推進方策等について
協議を行うなど、県民参加による環
境保全を推進しています。

　　　　さらに、県民、事業者、報道機関、
行政等で構成する「環境とやま県民
会議」において、あらゆる活動主体
が連携協力して環境保全活動に取り
組んでいます。

コ ラ ム

とやまエコ・ストア制度登録店とのエコ活動をきっかけに、
エコライフを“あたりまえ”にしましょう！

　県では、全国に先駆けて県内全域で実施した「レジ袋無料
配布廃止」の取組みに加えて、「資源物の回収」、「低炭素化」
等の取組みを積極的に推進する小売店舗を登録する『とやま
エコ・ストア制度』を２５年度に創設しました。
　現在、６２社１，０１５店舗・５商店街が登録され、この制度の趣
旨に賛同する店舗数が順次拡大しています。
　また、登録店と消費者が２５年度に協働で取り組んだ結果は、
　・マイバッグ持参率：９５％（過去最高。全国トップ）
　・CO２削減量：８３，０４１[t-CO２]
となるなど、一人ひとりの小さな取組みが大きな効果を生んでいます。
　県民の皆さんには、「とやまエコ・ストア登録店」を積極的に利用していただき、お
店とのエコ活動をきっかけにエコライフを“あたりまえ”にしましょう！

①　レジ袋無料配布廃止
　　　レジ袋無料配布廃止、収益金の寄附
②　資源物の店頭回収
　　　食品トレー、古本、衣服等の資源物回収
③　低炭素化の取組み
　　・店舗内の適切な空調温度設定（全業種共通）
　　・地産地消の推進、詰替え商品の取扱い等、
　　　業種に応じたエコ商品の販売促進・取扱い
　　＋
●　自由項目　店舗独自の環境配慮行動を自由に設定
　　　　　　（太陽光発電の導入、地域の清掃活動等）

『とやまエコ・ストア制度』登録要件の概要
券
献
献
献
犬
献
献
献
鹸

い
ず
れ
か
を
実
施

登録店の取組み実績（２５年度）

※レジ袋削減量、資源物回収量、空調緩和
温度等から推計

実績・効果※区　分
９５［％］マイバッグ持参率
１，５９２［t］ごみ排出削減量
１，７６８［t］リサイクル量
４０１［t］最終処分削減量
８３，０４１［t-CO２］CO２削減量
２９，５９５［kℓ］原油削減量

シンボルマーク
愛称『エコぼうや』

ボクのマークが登録店の目印だよ！
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コ ラ ム

新幹線開業に向けて清掃活動を推進します
～新幹線開業！ピカピカとやま一斉清掃運動～

　県では、来年３月の新幹線開業に向け、来県される方をよりきれ
いな富山県にお迎えするため、本年１０月～１２月に県内の清掃活動を
推進する「新幹線開業！ピカピカとやま一斉清掃運動」を実施して
います。
　県内企業から寄附等の協力をいただいて、官民一体となって本運
動に取り組むとともに、清掃活動の実施・参加登録の呼びかけ、ウ
ェブサイト等による活動の予定や結果の紹介、のぼり旗や横断幕な
ど啓発グッズの提供を行っており、現在までに１５５件、
約４万人の参加登録をいただいています。
　また、１０月４日にはキックオフイベントを開催し、
高岡テクノドームから新高岡駅の周辺で清掃活動等
を行いました。
　県民の皆さんには、清掃活動に積極的に参加いた
だき、よりきれいな富山県を実現しましょう！

キックオフイベント

ポスター

新高岡駅周辺での清掃活動

ウェブサイトの内容 （清掃結果、清掃マップ）
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１　現況
　　環境のモニタリングは、環境保全目標
の達成状況や大気、水質など様々な環境
質の現況の解析や将来予測のために、ま
た、環境影響評価の基礎資料等として不
可欠です。
　　また、地球温暖化をはじめとする地球
環境問題の解決、循環型社会づくり、生
物多様性の確保等の分野において、知見
の集積を進める必要があるほか、地域の
環境保全に密着した取組みの推進が求め
られています。
　　さらに、再生可能エネルギーの導入促
進や省エネルギー構造への転換を図るた
め、グリーンイノベーションの取組みを
一層加速する必要があります。
　　このため、県では、環境科学センター
において、大気汚染、水質汚濁、地下水
障害等の状況について定期的な監視を行
うとともに、地球温暖化、越境大気汚染、
循環型社会の構築等に関する調査研究を
行っているほか、他の試験研究機関等で
も、自然環境や工業、農林水産業等の分
野において、環境に関する技術開発・調
査研究を行っています。

２　講じた施策
　　近年の環境問題の広がりに対応するた
め、今後とも環境のモニタリングを実施
していくとともに、地域の環境保全や地
球環境問題、廃棄物の循環的利用等に関
する調査研究を充実していく必要があり
ます。
　　また、県の研究機関相互の連携や国や
大学等の機関との連携を図るなど、体制
を充実していくことも不可欠です。
　　２５年度に実施した調査研究等の概要は
次のとおりです。

　ア　環境科学センター
　　　地球温暖化、水質環境保全、循環型
社会の構築等に関する次の調査研究を
行いました。

　　・　富山県におけるアジア大陸起源物
質の大気環境への影響に関する研究

　　・　富山県における温暖化に関する調
査研究（Ⅲ）

　　・　富山湾の健全性に関する研究
　　・　富山湾沿岸生態系を支える河川環

境特性に関する研究
　　・　富山県における循環型社会構築に

関する研究（Ⅲ）
　　・　富山県の地下水涵養と流動に関す

る研究（Ⅱ） 

４　技術開発と調査研究の推進

富山湾の健全性に関する研究

富山県におけるアジア大陸起源物質の
大気環境への影響に関する研究　　　

　イ　衛生研究所
　　　神通川流域住民健康調査のほか、化
学物質の汚染の評価や衛生動物の分布
に関する次の調査を行いました。

　　・　環境汚染物質と生体影響に関する
調査研究
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　　・　食品中の残留農薬及びその他の有
害物質に関する調査研究

　　・　衛生動物の生態分布に関する調査
研究

　ウ　工業技術センター
　　　リサイクル技術、再生可能エネルギ
ー、環境にやさしいものづくり等に関
する次の研究、開発を行いました。

　　・　県産バイオマス材料を利用したバ
イオマスプラスチック製品の開発

　　・　環境に配慮した低コスト無線IC
タグの開発

　　・　接着剤を用いない異種材料の超音
波接合に関する研究

　　・　積層造形による環境に優しい曲げ
加工用樹脂中子の開発

　　・　マグネシウム燃料電池の開発

　エ　農林水産総合技術センター　農業研
究所

　　　黒部地域のカドミウム汚染田のうち、
公害防除特別土地改良事業により復元
が完了した客土水田について、施肥改
善効果の確認調査や産米等の安全確認
調査を行いました。

　オ　農林水産総合技術センター　畜産研
究所

　　　環境の保全を図るため、畜舎排水の
水質改善や畜舎周囲における臭気低減
技術に関する試験を行いました。

　カ　農林水産総合技術センター　森林研
究所

　　　酸性雨等による森林影響の基礎資料
を得るため、酸性雨等森林影響予測に
関する調査を行いました。

　キ　農林水産総合技術センター　木材研
究所

　　　持続的生産が可能な木質バイオマス
の有効利用に関する次の研究開発を行
いました。

　　・　スギ間伐材を原料としたWPC用

スギ木粉の製造技術の確立
　　・　スギ木粉・竹粉複合体の量産化技

術の開発

　ク　農林水産総合技術センター　水産研
究所

　　　富山湾における赤潮の発生状況を調
査するとともに、漁場環境の把握等に
関する次の調査を行いました。

　　・　漁場環境の現状に関する調査
　　・　富山湾の底生生物に関する調査

　ケ　県立大学
　　　「環境調和型先端技術研究推進会議」
において、学際的な共同研究及び産学
連携を推進することにより、地球温暖
化防止等の技術開発研究を実施しまし
た。

　　　また、微生物、動植物の酵素を用い
た環境負荷の少ない有用物質生産技術
（ホワイトバイオテクノロジー）の開
発研究を推進しました。（ERATO「浅
野酵素活性分子プロジェクト」）



３９

第
１
第
１
節節

　

循
環
型
社
会
と
低
炭
素
社
会
づ
く
り
の
推
進

　環境基本計画に掲げる指標の達成状況及び主な取組みの指標達成への貢献は、表１‐１６
及び表１‐１７のとおりです。

指標の達成状況

目　標
現　状概ね５年前指標名及び説明 ２０２１年度

（H３３）
２０１６年度
（H２８）

２５％以上２５％以上２２．８％
２０１２年度
（H２４）

２０．７％
２００７年度
（H１９）

一般廃棄物再生利用率

一般廃棄物排出量に対する再生利用量の
割合

９６％以上９６％以上９５．５％
２０１２年度
（H２４）

９３．７％
２００７年度
（H１９）

産業廃棄物減量化・再生利用率

産業廃棄物排出量に対する減量化量及び
再生利用量の合計割合

１９％以上
削減

１４％以上
削減

６．９％削減
２０１１年度
（H２３）

２．３％増加
２００６年度
（H１８）

世帯当たりのエネルギー消費量の削減率

２００２年度（H１４）を基準としたエネルギ
ー消費量の削減率

９％以上
削減

７％以上
削減

１４．１％削減
２０１１年度
（H２３）

１．７％増加
２００６年度
（H１８）

事業所ビル等の延床面積当たりのエネル
ギー消費量の削減率

２００２年度（H１４）を基準としたエネルギ
ー消費量の削減率

　表１‐１６　指標の達成状況

効　　　果取　組　み
レジ袋約１億６，０００万枚（廃棄物として約１，５９２ｔ）
の削減 　　　　　 【一般廃棄物の排出量を０．４％削減】
CO２排出量を約９，７１０ｔ削減
 　　　　　　　 【家庭部門の排出量（Ｈ２）の０．７９％】

レジ袋削減対策の推進（Ｈ２５）

２５年度末で県民１０５，４８３人がエコドライブ宣言を実施
宣言者の取組み効果は、CO２排出量約３万１千ｔの削
減に相当 　　　 【運輸部門の排出量（Ｈ２）の１．７％】

エコドライブ推進運動の展開

１，３９４件分の補助により、CO２排出量を約４千ｔ削減
 　　　　　　　 【家庭部門の排出量（Ｈ２）の０．３２％】

住宅用太陽光発電システム導入支援
（H２５）

　表１‐１７　主な取組みの指標達成への貢献


